
 
                           
 

 

EXPERT VIEW：中国子会社の組織再編と新企業所得税法（その３） 
 

今回は会社の分割を公表されたハイテク企業の認定基準1と合わせて解説します。ハイテク企業の認

定を受けることで、企業所得税率が 15％に軽減されますが、認定のための形式的基準を労働集約型

企業が取得するためには組織の変更を含めた構造的な対策を考慮する必要がありそうです。 

会社分割の意義 

現地法人を複数の事業部が共同運営している状況で、本社事業部がスピンアウトして独立法人化する、

或いは第三者に分割譲渡する等の経営環境の変化に伴い、子会社も組織変更が必要となります 

（図①）。 

中国 日本ほか 中国 日本ほか

- 一つの現地法人を事業部別に製造会社2つに分割

独資企業

A社

独資A

事業部①

A社

＜変更前＞ ＜変更後＞

１００％持分
100%持分＜事業部①＞

① 役割分担：事業部別の分割

＜事業部②＞

独資B

事業部②
100%持分

＜事業部①＞

＜事業部②＞

 

分割に関する手続面での原則規定としては、対外貿易経済合作部、国家工商行政管理局制定の「外

商投資企業の合併と分割に関する規定」（1999 年 9 月公布、2001 年 11 月改正、施行。以下、規定）が

あり、以下ポイントを説明します。 

 

分割は１つの会社を法律に基づき複数の会社に分けることで、新設分割（解散分割）と存続分割（派生

分割）とがあります。中国の分割の特徴は以下の 3 点です。 

 

                                                 
1 詳細は BTMU CHINA WEEKLY 特集号 http://www.bk.mufg.jp/report/chi200404/408050101.pdf をご参照ください。 
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①分割後の各社の登録資本金の合計は分割前の会社の登録資本金と同額である 
②新設分割（解散分割）では分割前の会社は解散し存在しない 
③存続分割（派生分割）では分割前の会社が存在する 

なお、分割前の会社の債権債務は分割後の会社が引き継ぎます。出資者の地位についても分割前の

会社の出資者は分割後の会社の全部または一部の出資者となります。 
 
分割では下記の一連の手続が必要となり、１年近い期間が必要であると想定しておくべきです。 

特に製造業においては生産・販売に影響する輸出入通関手続を止めないよう、税関登記の変更時に

注意することが必要です。 

① 董事会等の最高意思決定機関の分割に関する決議 

② 分割前の会社の董事会等の最高意思決定機関による、分割後の会社の各投資者の出資比率

の決定 

③ 分割協議書の作成 

④ 審査認可機関への分割申請書類の提出 

⑤ 審査認可機関の仮認可証の入手（申請書類提出後 45 日以内） 

⑥ 債権者に対する債務継承の通知書の発送及び全国紙での 3 回の公告 

債権者は通知書の受領から 30 日以内､受領していない債権者は第 1 回公告から 90 日以内に
おいて債務継承の修正または債務弁済もしくは担保請求の権利を有します。 

⑦ 第 1 回公告日より 90 日を経過且つ債権者より異議申立てがない場合に審査認可機関に下記の

文書を提出 

・ 新聞で分割の公告を 3 回掲載した証明 

・ 債権者に通知した証明 

・ 債権債務の処理状況の説明 

・ 審査認可機関が提出を求めるその他の文書 

⑧ 審査認可機関からの分割の正式認可証の取得（⑦の文書提出後 30 日以内） 

⑨ 分割による解散、存続/新規設立会社について、相応の審査認可機関で関連する外商投資企業

認可証書を返納、変更または受領（分割認可後 30 日以内） 

⑩ 工商登記機関で法人の抹消、変更または設立を登記 

⑪ 存続、新設会社より、分割で解散する会社の債権債務者に対する債権債務者変更の通知の発

送及び全国紙での公告（営業許可証受領後 30 日以内） 

⑫ 税務､税関､土地管理､外貨管理等の関連機関での登記変更手続 

 
分割の許認可、手続面における留意事項は下記のとおりです。 

① 分割後の会社の経営範囲は「外商投資産業指導目録」等の外商投資の関連規定に準拠してい

ること 

② 分割後の会社は審査認可機関、税務、税関等の機関の認可を得た後、元の会社の享受してい

た各種の外商投資企業優遇を継続して享受できる 

③ 分割後の会社の外国投資者の出資比率が 25%を下回る場合は、外商投資企業への優遇が取り

消される 

④ 分割によって元の会社を解散または別の場所で新設する場合、解散または設立する会社所在

地の審査認可機関に意見を求めること 

⑤ 分割する会社の投資者の出資未履行、合作条件の未履行がある場合、および生産経営開始前

の会社は分割できない 

 

会社分割の課税関係 

分割後の各社の登録資本金の合計は分割前の会社の登録資本金と同額であり、分割前の会社の債

権債務は分割後の会社が引き継ぎ、分割前の会社の出資者は分割後の会社の全部または一部の出

資者となるという会社分割は、それ自体が新たな経済的価値を生み出す取引ではなく、企業所得税法

上の課税関係は生じませんが、下記の点に注意が必要です。 
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① 各資産負債の引継価額 

原則として帳簿価額で引継ぎ（簿価分割）ますが、評価価額で引継ぐ（時価分割）こともできます

（主として資産項目）。 
② 優遇税制の取扱い 

分割前に外商投資企業として享受していた企業所得税法上の優遇税制は、分割後も経営内

容・期間の変更がなく、優遇期間が満了していなければ引継ぎが可能です。また、分割後の会

社の業務内容に変更があり、企業所得税法で規定する優遇税制に合致しない場合には、優遇

税制を継続享受することはできません。 
③ 税務上の繰越欠損金 

分割協議の約定により分割後の各企業が引継ぐ税務上の欠損金は、５年間繰越すことができ

ます。 
 

流通税（営業税/増値税）は、合併と同じく課税関係は生じず、土地建物の名義変更について生じる資

産税（契税/土地増値税）も免除が原則となりますが、所轄税務当局への事前の事情説明は必要となり、

不動産登記時には免税証明書類の提出を要求されます。 

他社への事業売却 

本社事業を他社へ売却する過程において、中国子会社持分を他社にプレミアム、或いはディスカウント

を考慮して譲渡する場合には、簿価分割後に評価価額で持分を譲渡する二段階分割が実務的です

（図②）。これにより、時価分割に伴い生じる分割段階での中国、日本での課税関係を回避し、持分譲

渡段階における譲渡益課税（プレミアムの場合）に一本化することができます。持分譲渡の課税関係は、

回をあらためて解説します。 

中国 日本ほか 中国 日本ほか

会社分割⇒持分譲渡の二段階分割

A社

独資A

事業部①

A社

＜分割後＞ ＜持分譲渡＞

100%持分

② 二段階分割：分割⇒他社への持分譲渡

独資B

事業部②

100%持分

独資A

事業部①

独資B

事業部②
Ｂ社

100%持分

100%持分

持分 譲渡

 

この他に、会社を新設して新設会社に営業を譲渡する切離しも想定できますが、前回の合併に同じと

いえますので、今回は省略します。 
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日本の税制適格分割 

日本の法人税法上の会社分割は、分割型分割と分社型分割の２類型があります。税制適格分割は、

①分割により交付される財産が分割継承法人の株式のみであり、②分割法人及び分割継承法人の持

分関係が 100％である企業グループ内の分割、は税制適格分割に該当し、課税関係が生じません。ま

た、持分関係が 50％超 100％未満であっても、①分割継承法人の株式が分割法人の株式持分割合に

応じて交付される「按分型分割」（二社以上の共同出資による中国子会社を分割する場合、分割後のそ

れぞれの中国子会社の持分割合が分割前と同じであること）であり、事業継続等の要件を満たす（①分

割法人の主要資産、負債が分割継承法人に引継がれる、②分割事業に係る従業員の概ね 80％以上

が分割継承法人の業務に従事する、③分割事業が分割後も引き続き営まれる）ことにより、税制適格

分割に該当するものと認められます。 

ハイテク企業優遇の新規定 

企業所得税法及び同実施条例では 

「国家に技術特許権の登記をしていると同時に以下の条件に合致する企業」であり 

（一）製品（サービス）が『国家の重点支援するハイテク領域』の範囲に帰属 

（二）研究開発に用いる費用の売上高に占める比率が、規定の比率以上 

（三）ハイテク製品(サービス)売上の企業総売上に占める比率が、規定の比率以上 

（四）研究開発部員の企業従業員総数に占める比率が、規定の比率以上 

（五）ハイテク企業の認定管理方法が規定するその他の条件を充足 

する企業には、15％の税率が適用される、ハイテク企業優遇が規定されています。 

 

科学技術部、財政部、国家税務総局より４月１４日付で公布された「高新技術企業認定管理弁法（国科

発火<2008>172 号）の概要は下記のとおりです。 

 

国家の重点支援するハイテク領域に該当する設立登記一年以上の内国企業で、研究開発活動を持続

的に行っており、「核心技術・自主知財」を有している場合には、ハイテク認定を受ける資格を有してい

ます。認可は各省、直轄市の科学技術部門が中心となり、財政局、税務局との共同組織として形成さ

れるハイテク企業認定管理機構が行います。 

 

「核心技術・自主知財」は、直近３年間に自主開発、譲渡、寄贈、合併等の方法で技術を取得し、或い

は５年以上の期間に亘り独占的に技術の使用権を享受している場合には、当該企業の核心技術は自

主知財に該当するとされます。本社の開発技術を譲り受ける場合のみならず、排他的技術使用権を享

受している場合も条件を満たすわけですが、排他的技術使用権が、中国に限定して技術の独占使用権

を与える場合に条件を充足するのか、全世界的なものでなければいけないのか、という詳細な定義ま

では規定されていません。 

 

形式基準としては、①大学専科以上の理系学歴を有する従業員が全職員の 30％以上であり、研究開

発部門の全職員に占める割合が 10％以上であること、②研究開発費用の対年間売上高比率が 3％

（売上 2 億元以上）から 6％（売上５千万元以下）以上）であること、③国内で発生した研究開発費用が

全研究開発費用の 60％以上であること、④ハイテク製品の対売上比率が 60％以上であること、と極め

て厳しい条件となっています。 

 

特に人員割合の制約から、労働集約型の生産企業がハイテク認定を受けることに困難が予想されます

が、従来の法人を二社に分割する組織再編を経て、そのうちの一社がハイテク認定を受ける可能性は

残されています（図③）。 
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③ ハイテク認定取得：ローテクとハイテクの分離

中国 日本ほか 中国 日本ほか

- 一つの現地法人をハイテクとローテクに分割し、ハイテク認定取得

独資企業A A社

独資A

ハイテク

A社

＜変更前＞ ＜変更後＞

１００％持分

100%持分

独資B

ローテク

＜ハイテク＞ ＜ローテク＞ 100%持分

 
この場合は、分割後の両社間の取引が想定され、両社の適用税率が異なり、国内移転価格問題が生

じますので、仕切価格の設定に注意を払わなければなりません。 
 
ハイテク認定企業との取引における移転価格 

‐

加工費①

原材料①＋②

④ハイテク⇔ローテク間取引の移転価格問題

利益①+②
利益②

利益①
加工費②

加工費①+②

無形資産

原材料

独資企業ローテク ハイテク

原材料②

技術登録→オンバランス化

 
ここでは、まずローテク企業で主要原材料に加工を加えて中間製品を生産し、これをハイテク企業に売

却して加工を加えて最終製品を生産するプロセスを想定しています。 
ハイテク企業は従来から使用しており、ロイヤリティを支払っていた技術を、相応の対価を本社に払って
譲受け、無形資産に計上しています。ハイテク企業が技術等無形資産を有することから、両社の取引を
通じた利益バランスがハイテク企業に比重が重くなることは、合理性を有するものではありますが、相
応の利益配分を達成する仕切価格の決定には事業部間の調整とルールの設定が必須です。 

 

NERA エコノミックコンサルティング 

中国総代表 鈴木康伸（公認会計士）
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【経済】 

◆震災による直接経済損失 670 億元 被害企業は 14,000 社超 マクロ経済への影響は限定的： 
工業・情報化部の副部長は19日の記者会見で、四川大地震の被害状況について、省内14,207社の工
業企業が被害を受け、直接的な経済損失は 670 億元に上ると発表した。今回の震災では人的被害に
加え、通信設備や工業生産の被害も深刻なものとなった。但し、震災による経済への影響については、
四川省の中国全体 GDP に占める割合は約 4%、また、被災地の多くは都市部から離れた地域にあるた
め、マクロ経済への影響は限定的と見られている。一方、四川省は食糧と豚肉生産量の全国に占める
割合が各 9.2%、10.8%と高く、主要な農産地となっていることから、さらなる物価上昇が懸念されている。 

◆四川省 市場価格に対する監督管理を強化： 
四川省人民政府は 20 日付で、「市場価格の監督管理の更なる強化と物価の安定維持に関する緊急通
知」を発表。地震被災地の物価安定維持の為に、各関連部門に食料品の供給確保と価格変動状況の
監視を求めた上で、本年 1 月以降実施されている臨時価格介入措置の対象商品について、食品を中
心とする生活必需品から、救済物資である医薬品、医療機器、生活用品、建築用材料、燃料等にまで
拡大し、また、販売業者の不当な価格吊り上げ等の取締りも強化している。 

【貿易・投資】 

◆「中国輸出禁止・制限技術目録」改訂版 意見聴取開始： 
商務部は 20 日、「中国輸出禁止・輸出制限技術目録」の改訂版草案を公表。30 日まで一般から意見を
聴取する。同目録は 2002 年施行の「輸出禁止輸出制限技術管理弁法」に付属するもので、今回の改訂
は新技術を追加する等、目録の一部の見直しを行ったほか、管理方法改善のため国際的な産業分類
基準に基づく分類に変更している。 

◆2007 年の都市部平均賃金 実質 13.6％増加： 
人的資源・社会保障部と国家統計局は 20 日、共同で「2007 年労働・社会保障事業発展統計公報」を発
表した。2007 年の都市部労働者の平均賃金は年 24,932 元で、物価を除いた実質ベースで 13.6％増と
なった。また、2007 年は、29 の自治区・直轄市が最低賃金基準を調整しており、賃金を引き上げる動き
が目立っている。 

【金融・為替】 

◆成都など 6 都市 地震により預金準備率の引上げを見合わせ： 
人民銀行（中央銀行）成都支店は 15 日、四川省大地震による被災地区の農村信用社等に対する 15 億
元の追加融資の実施を発表。同時に、20 日より 0.5％の引上げが発表された人民元預金準備率につい
ても、成都、綿陽、徳陽など甚大な被害を受けた 6 市・州の地方金融機関で引き上げを見合わせるとし
た。いずれも災害による資金需要に対処するもので、預金準備率について一部地域に特別措置が出さ
れるのは初めてという。 

 

 

 

 

 
 
 
4 月以来、6.9800～7.0000 近辺での小幅な値動きとなっていた人民元は、再び上昇ペースが速まり、連日の高値
更新となった。週初より6.9800 を越え為替制度変更後の高値となる 6.9754 でオープンし、23 日には制度変更後の
高値 6.9405 を記録し、高値圏で越週となった。いまだ被害の拡大が続く四川省震災の影響も懸念される中、当局
者からは国内物価上昇懸念が改めて表明されている。週末には、当局内で一部の農産物に対する輸入関税率
の引き下げが検討されているとの報道もあり、引き続き当局が一段の人民元高を容認する可能性は高まっている
と思われる。 

（市場営業部 為替営業推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ営業ﾗｲﾝ） 
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